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〇事務局 定刻でございますので、ただ今

から令和元年度第１回足立区地域包括ケア

システム推進会議 高齢者の住まいの事業

推進部会を開催させていただきます。 

 本日は、お忙しい中、ご出席いただきま

して誠にありがとうございます。本日の司

会は、地域包括ケア推進課の片岡が担当さ

せていただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 議事に入ります前に、足立区地域包括ケ

アシステム推進会議の委員への就任及び部

会員の異動について、地域包括ケア推進課

長の千ヶ崎よりお伝えいたします。 

○千ケ崎課長 本日より、日本大学文理学

部社会福祉学科教授白川泰之様に足立区地

域包括ケアシステム推進会議の委員として

会議にご参加いただくこととなりました。

白川様は、社会保障の法制度、居住支援政

策をご専門とされています。今回から、本

部会に所属していただき、専門家の立場か

らご意見をいただきたく存じます。 

 また、当初、本部会員でありました足立

区ボランティア連合会会長の大竹様につき

ましては、ボランティア活動による社会参

加という視点から介護予防・日常生活支援

総合事業推進部会員としてご意見をいただ

くこととなりました。以上です。 

〇事務局 ここで、新たに委員に就任され

る白川様に委嘱状を交付いたします。本来

であれば、区長から交付するところであり

ますが、他の公務の関係で福祉部長が代理

いたします。 

○中村部長 委嘱状 白川泰之様 足立区

地域包括ケアシステム推進会議委員を委嘱

いたします 任期令和元年１１月２６日か

ら令和３年９月２９日まで 令和元年１１

月２６日 足立区長近藤 やよい 

〇事務局 それでは白川委員より自己紹介

をお願いいたします。 

○白川委員 日本大学文理学部の白川で

す。私は、主に高齢者の居住の問題という

ことで、地域包括ケアを進める上でやはり

住まいがまず中心になっていくということ

で、福祉の視点から何ができるんだろうと

いうことで取り組みを進めてまいりまし

た。 

 研究のほうと、あと実際に今、国土交通

省さんのほうの住宅セーフティネットとい

うものが動いていまして、そちらのほうも

多少はお手伝いをさせていただいているよ

うな状況でございます。 

 あと、言ったほうがいいのか、言わない

ほうがいいのか、微妙な情報もあるのです

が、私もずっと研究をやっていたわけでは

なくて、この３月末まで実は厚生労働省の

法律職の事務官をやっておりました。高齢

者福祉は、平成７年に入省した当時、介護

保険で局内はごちゃごちゃしている時代

と、平成１１年当時に、新潟県の三条市役

所というところで介護保険事業計画第１期

計画をつくったり、あと、大分県に課長で

行っていたときも、高齢者福祉課長を経験

したりということで、そういう意味では多

少経験もございますので、お役に立てれば

と思っております。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○事務局 ありがとうございました。 

 福祉部長の中村よりご挨拶を申し上げま

す。よろしくお願いいたします。 

○中村部長 皆様、おはようございます。福

祉部長の中村でございます。 

 地域包括ケアシステムのビジョンができ

まして、部会の運営、やっと住まいの部会が

本日、スタートできることになりました。大

変お忙しい中、ご出席いただきまして本当に

ありがとうございます。 



 この住まいに関する政策でしょうか、福祉

部で取り組むのはほとんど初めてといいま

すか、住宅政策は都市建設部のほうでずっと

進めておりましたけれども、シルバーピアな

ど福祉的な施設はございますけれども、福祉

部で中心になってかかわったというのは非

常に少なく、住宅改修とか部分的なソフト事

業は行っておりましたけれども、ビジョンに

基づいた体系的な施策を考えていくという

のも今回からスタートでございますので、学

者の先生を初め、地域の中の実情をよくご存

じの皆様にいろいろご意見を頂戴して、ハー

ド・ソフト両面から、まずは高齢者の住宅の

支援ということをご検討いただいて、そこか

らさらに広げていければという考え方でお

集まりいただいておりますので、闊達なご議

論とともに、先々を見据えたご議論も頂戴で

きればありがたく思っております。 

 どうぞよろしくお願いいたします。私から

は以上です。 

○事務局 ありがとうございました。 

 申しわけございませんが、福祉部長はこの

後、他の公務の予定が入っておりますので、

ここで退席をさせていただきます。 

○中村福祉部長 申しわけありません。よろ

しくお願いいたします。 

○事務局 本日はオブザーバーとして、他の

部会員であります基幹地域包括支援センタ

ーの結城様にも、地域包括支援センターの現

場の状況についてご意見などをお伺いした

く、ご出席をいただいております。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

○結城委員 お願いいたします。結城でござ

います。 

○事務局 また、宅建協会の茂木様と民生委

員の茂出木様につきましては、残念ながらご

都合によりご欠席でございます。 

 次に、本日の資料の確認をさせていただき

ます。お手元にあります、まず今回の住まい

部会の次第。資料１、令和元年度地域包括ケ

アシステム推進会議部会について。資料２、

高齢者の住まいに関する勉強会について、資

料３、足立区における住宅関連資料。資料４

－１、資料４－２、各募集抽選倍率表。資料

５、福祉関連施設の状況。それと、事前には

お配りしていないのですけれども、委員会全

体の名簿と住まい部会の日程の調整表につ

いて、今回の席次を机上に配布させていただ

いております。 

 以上でございますが、何か不足などござい

ましたら、事務局のほうにお声かけください。

よろしいでしょうか。 

 この会議は、足立区地域包括ケアシステム

推進会議高齢者の住まいの事業推進部会設

置要綱第６条により、委員の過半数の出席に

より成立をいたします。本日、現在過半数に

達しており、この会議が成立いたしますこと

をご報告いたします。皆様からの活発なご意

見、ご質問をいただきたく、迅速な会議進行

にご協力いただきますよう、よろしくお願い

いたします。 

 なお、この会議の会議録は公開することと

なっております。記録の関係上、ご発言の前

にお名前をお願いいたします。 

 それでは、初めに酒井部会長から開会のご

挨拶をお願いいたします。 

○酒井部会長 私は部会長ということなの

ですけれども、きょう、委員の皆様を見たと

ころ、福祉の専門家でもないですし、それか

ら住宅、不動産についての専門家でもないん

ですね。ただ、この地域包括ケアシステムの

ビジョンづくりというものにかかわらせて

いただきまして、住まいというものがさまざ

まな高齢者福祉のベースにあると、植木鉢の

ように、水を差すというこのベースにあると

いうことを知って、きょうはそのビジョンの



さまざまな部会の中の重要な部会であると

いうことで、この特別会議室を与えられたと

思っております。 

 皆様の闊達なご意見を賜りまして、きょう、

議題を考えていきたいと思うのですけれど

も、ビジョンづくりに進めていけるように、

また展開していけるように、あともう１つは、

中村委員からも話があったと思うのですけ

れども、高齢者福祉における住まいと障がい

者福祉における住まいは共通の土台の部分

がありまして、ビジョンづくりが高齢者介護、

福祉のほうで先行したと。住まいに関しても、

現状では高齢者福祉のほうが先行している

ということではあるのですが、ある意味、両

方を視野に入れた検討ということになるの

ではないのかなとは理解しています。 

 本日は、短い時間ですけれども、よろしく

お願いしたいと思います。  

○事務局 部会長、ありがとうございました。 

 次に、この高齢者の住まいの事業推進部会

につきましては、９月に当初予定しておった

のですけれども、台風の影響で、直前で中止

ということになりまして、実はきょうが初め

ての開催となります。ですので、地域包括ケ

ア推進課長の千ケ崎より、部会の目的、検討

予定内容についてご説明をさせていただき

たいと思います。よろしくお願いします。 

○千ケ崎課長 地域包括ケア推進課長、千ケ

崎でございます。よろしくお願いいたします。 

 資料は、傍聴人の方にもありますかね。わ

かりました。 

 改めて、本日を迎えられたことを本当に喜

ばしく思います。どうもありがとうございま

す。 

 というのも、これまで皆様方からご意見を

いただいたとおり、住まいの話というのは、

この地域包括の中でなかなか触れておらず、

これは役所の悲しい性で、縦割りで住宅施策

はやはり都市建設部のほうにこれまで委ね

ているようなところがありました。 

 今回、この足立区の地域包括ケアのビジョ

ンをつくって、やはり住まいは重要だよねと

いうことで、ビジョンの中に具体的な１８の

取り組みの柱というものをつくったのです

けれども、その中にもしっかりと観点として

住まいというのが入っております。 

 ですので、ここのところは、先ほど酒井先

生のほうからもお話のあったベースの部分

でございますので、皆様方の闊達なご意見を

頂戴して、少しでもいいものにしていきたい

と考えておりますので、どうぞよろしくお願

いいたします。 

 これまでの流れが大分かた苦しいので、ち

ょっとかた苦しい雰囲気になりがちだと思

いますが、私が思うに、推進会議本会議、３

０何人のあの会議では、皆さん言いたいこと

も言えない、発言も１人１回程度、本当に短

い発言ですが、きょうのこの場は本当に自由

に皆さんにご議論いただきたいと思います。 

 なので、まずそういう雰囲気を取り払って

議論をしていただきたいということを冒頭

にお願いしたいと思います。どうぞよろしく

お願いします。 

 それで、今、この部会の中の流れについて

簡単に説明させていただきます。お手元の資

料１をご用意ください。こちらに現在の推進

会議、先ほどの３０何名いる本会議の中に、

今年度、部会が４つ設置されました。 

 一番右側、住まい部会として「新規」と書

いてございますが、今回、新たに設置させて

いただきました。ここにも書いてございます

が、「これまで取組みが少なく」云々という

ふうにございます。 

 この部会の中で決めていただきたいこと

というのは、はっきりと出ているわけではな

いんです。ただ、こういった観点で、皆さん



の中からここが課題だよねという発案もい

ただきながら、そこの部分について結論を導

き出していくといった手法をとっていきた

いと考えております。 

 その視点というのは、下のところの「課題

と検討事項（案）」ということで、１の①で

「高齢者の住宅確保に向けたあり方」、高齢

者にどういう住宅施策がやはり行政として

必要なのかということですね。 

 当然、住まいというのは、駅から近くて、

家賃が安くて、物件が新しくて、広くてとい

うのは誰もが望むことだと思います。ですが、

そこの部分に対して、区としてはどういう人

に対してどういうサービスを提供するべき

なのか、それから事業者の皆様、さまざまな

関係機関の皆様と一緒に協働して、どういっ

たことを、高齢者のどういった対象に届ける

べきなのか、この辺を明らかにしたいと考え

ております。 

 そして②、見守りの視点でございます。聞

くところによりますと、昨年度１年間、勉強

会ということで何回かやらせていただいた

のですが、その中で聞こえてきた話、これま

でもよく言われておりますけれども、高齢者

の家を借りるとき、賃貸住宅を借りるとき、

なかなかオーナー様側からの理解を得られ

ないで更新ができなかったりだとか、なかな

か物件が見つけづらかったりだとか、そうい

った状況があるというふうに聞き及んでお

ります。 

 ですので、そういったところを、オーナー

様が安心して貸せるようにするためにはど

ういった仕組みが必要なのか。これも他の自

治体でも相当議論が進んでおり、具体的な取

り組みも始まっているように聞いておりま

す。 

 足立区の中でもそういった取り組みが幾

つかあるのですが、やはり根本的にどういっ

たところが重要なのかということを皆様か

らご意見を頂戴して、そこに向けて具体的な

解決方法を探っていきたいと思っておりま

す。大きく分けてこの２点です。 

 今年度の予定といたしましては、一応、３

回を予定しております。ただ、本会議のほう

を２月に予定しておりますので、３回目はそ

の本会議の後、３月になってしまうかなとは

思っております。 

 ですので今年度、一定程度、今年の検討の

中ではこういったところが課題でこういう

ことまでは提案はできますというようなも

のが、今年度中にどこまで出せるのか、その

ところをきょうは見極めていきたいと考え

ております。 

 いずれにしても、本当にかた苦しい会議で

はなく、皆様から柔軟なご意見をいただいた

上で、ともに考えていければと思っておりま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 私からは以上です。 

○事務局 ありがとうございました。 

 先ほど、お伝えし忘れてしまったのですけ

れども、本日は、委員、職員のほかに傍聴の

方がご参加いただいていることをご報告さ

せていただきます。 

 それでは、ここからは議事進行を酒井会長

にお願いいたします。 

 よろしくお願いいたします。 

○酒井会長 それでは、議事を進行させてい

ただきます。千ケ崎課長も今、起立していた

だいてお話をされたのですが、ざっくばらん

な会ということで、ここからは着座で進めて

いくということでお願いしたいと思います。 

 間があいたということで、この間のおさら

いをしなければいけないかと思うんですね。

それで次第の３のところ、「前年度の勉強会

の内容等の共有」をまず図りたいと思います。

事務局から資料２の説明をお願いしたいと



思います。 

○事務局 それでは、事務局から資料２につ

いて説明させていただきます。 

 お手元に資料２をご用意ください。こちら

の内容ですね。昨年度、高齢者の住まいに関

する勉強会ということで、まず共通認識を図

ろうということで、勉強会の構成員、こちら

に記載させていただいている団体の方をお

呼びして、きょうご参加いただいている方が

メインとなりますが、勉強会を計５回開催し

ております。簡単に各回の要旨についてご説

明させていただきます。 

 まず第１回の勉強会ですが、こちらは足立

区における高齢者の居住実態等の情報につ

いて共有をしております。具体的には、足立

区には高齢者世帯が１１万７，０００世帯ご

ざいまして、単身世帯が５万３００世帯、さ

らに単身世帯の民間借家は１万１，０００世

帯ございます。こちらは平成２５年度住宅・

土地統計調査によるものになります。 

 続いて第２回の勉強会になりますが、こち

らは賃貸オーナーや不動産業者が抱えてい

る悩み等について情報を共有しております。 

主な内容につきましては、賃貸オーナーが

高齢者だということで貸し渋ることは少な

い。続いて、エレベーターなしのアパートな

ど高齢者が住める住宅が少ない。あと、家賃

保証会社を利用する不動産会社が増えてい

る。続いて、賃貸オーナーは家賃補助や助成

金などよりも、突然の体調変化等による連絡

がとれる身内や緊急連絡先を求めていると

いうご意見をいただいています。 

 続いて第３回の勉強会になりますが、こち

らは他の自治体の事例の確認を行っており

ます。まず１つ目が豊島区の事例確認という

ことで、豊島区居住支援協議会の事務局を請

け負っている「としまＮＰＯ推進協議会」様

にヒアリングを行っております。 

 その内容としましては、住宅確保要配慮者

と行政をつなぐＮＰＯ法人といった中間組

織が重要な役割を果たしています。続いて、

中間組織と不動産業者等とのネットワーク

が大事であると。また、豊島区には居住支援

に活用できる空き家が少なく、年間数件程度

のマッチングにとどまっている。あと、賃貸

オーナーの中にも居住支援の取り組みを応

援している方がいる。 

 続いて、世田谷区の事例確認になりますが、

こちらは、世田谷区の居住支援協議会を立ち

上げている世田谷区住宅課のほうに確認を

しております。 

 内容としては、家賃補助は賃貸オーナーに

とってあまりメリットがないため、セーフテ

ィネット住宅の登録戸数は伸びていない。居

住支援事業を利用している方の約９割は高

齢者である。平成２９年度実績では、保証会

社紹介事業は９件、見守りサービス事業は４

名の利用となっている。最後に、住宅確保要

配慮者の人数を正確に把握することは難し

い。 

 続いて、第４回勉強会の内容になりますが、

借主側、高齢者側の悩みや課題について情報

を共有しております。 

 こちらも主な内容は、高齢者といっても健

康状態によって悩みも課題も異なる。続いて、

家賃滞納は電気やガスの停止よりも一番早

いシグナルであり、その際に何か対応を講じ

る必要がある。高齢者の住宅に関する相談窓

口があるとよいが、相談に対する受け皿を用

意しておかないと解決に導けない。貸主側の

不動産業者や借主側の支援者、さらに行政が

連携し、ネットワークを構築することが重要

である。 

 最後に第５回勉強会。こちらは、地域包括

ケアシステムビジョン（案）のパブリックコ

メントの内容について情報共有を図ってお



ります。 

 続いて、３ページになります。今年度の動

きについて少し報告させていただきます。 

 今年度、ＮＰＯ法人「自立支援センターふ

るさとの会」の方に来ていただいて、ヒアリ

ングを行っております。 

 こちらのＮＰＯ法人の概要なのですが、台

東区、墨田区、荒川区、豊島区、新宿区を活

動エリアとして、要介護高齢者支援や就労支

援、地域生活支援などを実施しております。 

 具体的な内容としましては、要介護高齢者

支援は軽費老人ホームですとか無料低額宿

泊所等の開設・運営。あと、給食センター等

にてお弁当を提供したりしております。 

 就労支援等については、就労支援ホームに

て住居の提供、生活・就労を支援、あと、ケ

ア付き就労を支援しています。 

 地域生活支援については、地域生活支援セ

ンターを中心とした安否確認、日中の居場所

づくりを実施しております。 

 このときの主な意見としては、「なじみの

町で最後まで」という言葉を意識して、住宅

支援のみでなく生活支援や就労支援をセッ

トで考えることが重要であると。あと、事業

単体で考えるのではなく、エリア全体で考え

て、エリアの資源を利用することが重要であ

ると言っていただいています。 

 続いて４ページになります。今年度、船橋

市居住支援協議会にも視察に行っておりま

す。船橋市の居住支援協議会で行っている具

体的な取り組みですが、１つが講演会、セミ

ナーの開催ということで、居住支援の普及・

啓発を図っていると。もう１つは、「住まい

るサポート船橋」ということで、こちらは居

住支援の相談窓口ですね。高齢者の相談窓口

等を開設しております。 

 具体的には、約２年間で相談件数１，２８

５件、成約・マッチング件数が７５件と聞い

ております。 

 このときの主な内容としましては、こちら

の「住まいるサポート船橋」事業、居住支援

事業になりますが、まずはどうしたら不動産

会社に協力してもらえるのか、どういったサ

ービスが求められているのかというのを、不

動産協会を通して不動産会社さんにアンケ

ートを実施しています。 

 その結果を受けて、基本サービスというメ

ニューを用意して、そのサービスに加入して

いただくことを前提に協力不動産会社さん

を募って、あっせんしているような形になっ

ています。 

 こちらの窓口の体制なのですが、社会福祉

協議会が事業を担っており、常時２名体制で

運営していると。さらに、その「住まいるサ

ポート船橋」は転居相談窓口として存在して

いるのですが、実際はその相談内容というの

は住まいだけではなくて、福祉やお金につい

ての相談もたくさんございまして、福祉に精

通している職員というのが求められている

という意見を聞いております。 

 前年度の勉強会の内容については以上で

す。 

○酒井会長 ありがとうございます。 

 今、説明いただきまして、かなり網羅的な

各回の勉強だったということがわかりまし

た。この中でさまざま、ＮＰＯが設置される

とか、船橋の支援協議会等のご説明が出てい

るのですが、このような点について質問等ご

ざいましたら、まず出していただければと思

うのです。 

 私からよろしいですかね。各自治体の事例

確認ということで出ているのですけれども、

ＮＰＯ法人のお話もありましたが、当区にお

いて、当区を拠点としているＮＰＯ法人とい

ったものがまずあるのかという点が１つと、

後のほうに出てきた「自立支援センターふる



さとの会」だけでなく、居住支援協議会とい

うものが船橋であるということなのですけ

れども、足立区においては居住支援に絞った

協議会というものは現実にはあるのですか。

この２点をお尋ねしたいのです。 

○事務局 まず、足立区における居住支援に

関してのＮＰＯ法人なのですが、自分たちが

知る限りだと、まだそこまでしっかりやられ

ているというところは把握しておりません。

その中で、隣接区で動かれている「自立支援

センターふるさとの会」、荒川区ですとか墨

田区、もう本当に隣の区でやられているので、

そういったところでお話を聞きたいという

ことでお呼びさせていただいております。 

 また、居住支援協議会なのですが、こちら

に関しても、現在では居住支援協議会は設立

していないのですが、今後、やはり居住支援

は、高齢者だけではなくて、先ほど会長から

もお話がありましたように障がい者ですと

か、そういった住宅確保要配慮者の方を対象

とした居住支援を検討するに当たって、協議

会の設立というのは今現在検討している最

中でございます。 

○酒井会長 白川委員。 

○白川委員 私もお仕事を一緒にしたとこ

ろが含まれていたりしているのですが、国の

居住支援法人の指定の制度がある中で、足立

区内で指定を受けておられる法人さんとい

うのはいらっしゃるのでしょうか。 

○事務局 はい。 

○白川委員 どれぐらい。 

○事務局 １社。メイクホームという会社で、

居住支援法人は東京都の指定になるのです

けれども、各自治体の推薦を得て、東京都の

ほうで指定していくということで、１つ推薦

状を書かせていただいて、１社ございます。 

○白川委員 これは、広げていこうというか、

増やしていこうということで何か考えてお

られるのですか。 

○事務局 そうですね。足立区ではないので

すけれども、東京都のほうでパンフレットも

今つくっていたり、居住支援法人普及に向け

てという動きはあります。それに付随してう

ちも動いていく必要はあるのかなとは考え

ています。 

○白川委員 ありがとうございます。 

○千ケ崎課長 居住支援法人の概略を言っ

てもらってもいいかな。共通認識として。 

○事務局 居住支援法人というのは何かと

いうと、住宅セーフティネット法に基づいて

平成２９年に改正されて、居住支援法人を指

定することができるとなっています。 

 指定権限は都道府県で、東京都が指定をす

るのですけれども、では、どういうことをや

られているかというのは、東京都の指定基準

があって、基本的には居住支援に資するよう

な活動をされている方が居住支援法人とい

う指定を受けることができます。 

 居住支援法人になりますと、東京都の居住

支援協議会のオブザーバーでしたり、委員と

して呼ばれたりですとか、東京都のホームペ

ージに居住支援法人一覧ということで載せ

られて、各自治体等でセミナーを行ったりで

すとか、居住支援の活動を行うという形にな

ります。 

 実際、今、きょう時点ですけれども、２３

～２４社ぐらい、東京都で指定されています。 

○酒井会長 よろしいですか。 

 船橋市の居住支援協議会は、ベースの事務

局が社会福祉協議会ということになってい

るのですけれども、きょう結城委員がいらっ

しゃるので、このあたりは当区の社会福祉協

議会としてはどのような考えがあるのです

かね。 

○結城委員 そうですね。特に、今現在、住

宅に関しての相談とかお話とかというのは、



足立社協のほうでは特にはありませんが、社

会福祉協議会のほうでは、生活福祉資金とか、

低所得者の方にお金を貸すとか、引越しの費

用を少し補助するとかという制度があった

り、権利擁護センター等も持っていますので、

その辺で、この類の相談などはやはりぽろぽ

ろ出ているかと思いますが、住宅相談に来て

くださいとかという窓口を張っているわけ

では現在はないということと、これからうち

のほうでやるかやらないかという議論も、今

のところまだ特にはない状況でございます。 

○酒井会長 ありがとうございます。 

○千ケ崎課長 先日、住宅福祉も含めて我々

皆で見てきたのですけれども、社協さんがや

られているというのはトップダウンで船橋

市さんは決められたそうです。そこにはやは

り、住宅だけということではなくて、住宅の

ことを心配される人のバックボーン、やはり

社会福祉的なニーズというものが必ず存在

するというところもあって、社協さんに自主

事業として何かお願いしているんだという

ことを言っていました。だから、なかなか。 

 直接的にすぐできるとは思っていないの

ですけれども、そういうやり方もあるんだな

ということを見てきて、思ったところでござ

います。 

○酒井会長 今、結城委員のお話からすると、

この船橋市のやっている支援協議会の内容、

業務、執務の内容ですね。そういったものは、

基本的にはトップダウンではないけれども、

現実的は行われている部分がかなりあると

いうふうに理解はできました。 

 では、ほかにも資料がありますので、ほか

のほうに行きたいと思うのですけれども、次

第４「足立区の状況説明」、これは非常に重

要なことだと思いますから、事務局から資料

３から５についてご説明をお願いしたいと

思います。 

○事務局 それでは、自分のほうから資料３

と資料４についてご説明をさせていただき

ます。 

 まず資料３をご覧ください。一番上の表

「１．足立区における人口の推移」というこ

とで、現在、足立区のほうで見込んでいる推

移を書かせていただいております。 

 総人口及び高齢者人口に関しては、横ばい

で推移していく傾向でございます。また、前

期高齢者、６５歳から７５歳未満ですね。こ

ちらに関しては減少傾向に進んでおり、後期

高齢者、７５歳以上の方が増加していく傾向

と見込んでおります。 

 続いて、２つ目の表になります。「単身高

齢者世帯が居住する住宅」ということで、こ

ちらは住宅・土地統計調査をもとに数字を記

載しておりますが、平成２５年から平成３０

年度を比較して載せております。 

 全体的には単身高齢者は減少傾向にある

のですが、この点線の楕円がついているとこ

ろ、民営借家世帯に関しては、５年前の平成

２５年と比べて増加傾向にあることがわか

ります。 

 続いて３つ目になります。「足立区におけ

る公営住宅等の状況」ということで、まず、

足立区には都営住宅が３万９３５戸、都営シ

ルバーピアが２１９戸、区営住宅が６３４戸、

区営シルバーピアが１９８戸、あとは、公営

ではないのですが、民間のサービス付き高齢

者住宅が１，６７０戸ございます。 

 続いて都営住宅、区営住宅の募集の抽選倍

率等についてですが、そちらが資料４－１、

４－２にございまして、まず資料４－１、こ

ちらは都営住宅の地元割り当てですので、都

営住宅なのですけれども足立区民だけが応

募できるもの、それが上に記載してございま

す。 

 あと、下ですね。こちらは区営住宅の募集



抽選倍率が記載してございます。見ていただ

くと、やはりばらつきがあったりというよう

な状況がわかるかと思います。 

 また、資料４－２、こちらは都営住宅の募

集抽選倍率でございます。両方とも令和元年

なので、ことしの数字になりますが、都営住

宅、こちらは都民であれば皆さん申し込みで

きますので、こういった内容となっていまし

て、やはり場所によってかなりばらつきがあ

るというような状況がわかるかと思います。 

 また資料３に戻らせていただくのですが、

それに当たって「公営住宅申込者アンケート

の実施」ということで、３の表の中の右側に

書かせていただいているのですけれども、公

営住宅の申込者にアンケートを行いました。

その結果なのですが、一番多かったのが①

「家賃が安いから」。続いて②「立ち退き等

が無いから」。続いて③の「バリアフリー化

されているから」ということで、パーセンテ

ージを見ていただくと、この上位２つという

のが非常に突出しているという状況がわか

るかと思います。 

 続いて「４．足立区における空き家棟数の

状況」についてということで、こちらも住宅・

土地統計調査をもとに数字を出させていた

だいています。足立区における空き家の棟数

なのですが、平成２５年に比べると約４，５

００棟増加しておりまして、３万９，６６０

棟あるというような形になります。 

 この内訳は、賃貸待ちですとか、分譲待ち

ですとか、あとはその他、別荘はないのです

けれども二次的な利用だとか、そういったも

のを全部含めての数字となりますが、増加傾

向にあるということがわかるかと思います。 

 資料３、４については以上です。 

○事務局 資料５について説明をさせてい

ただきます。 

 福祉関連の施設の状況について記載をさ

せていただきました。上から、特別養護老人

ホームについては２６施設、定員２，８１１

人のうち、８月１日現在の数字ですが、入所

申込者数の実数については２，２２７人とい

う状況になっております。 

 昨年度の入所者数につきましては６９５

人、前年の平成２９年度については６３０人

の方が入所しているというような状況にな

っています。 

 軽費老人ホームについてです。こちらは２

施設、定員１８０人なのですけれども、それ

ぞれ、ケアハウス六月につきましては１人部

屋７室のあきに対して７名の方がお待ちい

ただいている、下のほうも同じように見てい

ただくような状況で、申し込みがあったとき

に随時入居の審査をしているという状況に

なっております。 

 都市型軽費老人ホームにつきましては、定

員もかなり少ないのと、民間のほうでやって

おりますので、一応、施設数と定員数を記載

させていただいております。 

 有料老人ホームにつきましては、平成２８

年度の高齢者実態調査で出てきた数字なの

ですけれども、定員に占める入居者の数の平

均値なのですが、４５．４人の定員のところ

で３６．１人程度の入居になっているという

ところです。待機者数の割合というところで、

待機者数が０人の有料老人ホームが全体の

６９．６％を占めていて、１人というところ

が１３％程度というところの状況になって

います。 

 サービス付き高齢者向け住宅につきまし

ては、これも同じく平成２８年度の調査です

が、定員５３名のところ、３７．２名という

入居者になっております。待機者数の割合に

つきましては、０人のところが６２．５％と、

かなり大きなウエイトを占めているという

ような状況になっております。 



 最後、介護老人保健施設につきましては、

定員が１，７１７人ということですが、稼働

率等については把握をしていないという状

況になっております。 

 資料の説明については以上です。 

○酒井会長 今、足立区における住宅関連資

料と、それから福祉関連施設の状況というも

のを資料でご説明いただいたのですが、その

点について担当者に質問があればしていた

だければと思うのですが。 

○小川委員 せっかくなので。 

○酒井会長 はい。 

○小川委員 協議会員の小川です。 

資料３の２の、単身高齢者世帯で持ち家世

帯と民営借家の平成２５年と３０年の対比

にないっていますけれども、平成２５年が１

万１，０００で、３０年が１万２，２２０と、

単純に増えてはいるのですけれども、これは

例えばもともとは２人世帯、夫婦世帯だった

のだけれども、５年間の間にどちらかが亡く

なってしまって単身になった方の割合も結

構多いのかどうか。ここではわからないと思

いますが、それによってどうこの数字を受け

とめるかが変わってくるのかなと思います

ね。 

 ただ単身の人が５年間に借家を借りる人

が増えたよねというのであれば、高齢単身で

も借家を貸してくれているのだからそんな

に不安はないよねということだと思うので

すけれども、夫婦世帯とか家族世帯で、家族

が亡くなって単身になってしまって、年金も

減ってしまったから、出たいのだけれども借

りられないから出られないんだよねと。その

まま２人で住んでいたときの高い家賃のア

パート、マンションに住んでいるのだけれど

も、そのことで生活が困窮しているのではな

いかと。でも、出たいけれども出られないと

いう数字なのか。そこまで調べるのはかなり

難しいとは思うのですけれども、この数字を

どう捉えるかによって、どう対応、何を準備

していくのかというのは変わってくるのか

なというのがまず１点。 

 それから、４番の空き家って、きょう風祭

支部長がいらしていますけれども、空き家も、

どこの部分まで空き家か。空き家の定義では

ないですけれども、本当にぼろぼろで、壊す

しかないよねというのがこの中に相当ある

とすると、壊すのを待つしかないと。壊した

いのだけれども所有者すらわからない物件

もあると思うので、空き家を活用していこう

という提案が出てくると、本当に活用できる

のかというような提案がかなり多い。 

 例えば、もうちょっとだけ手を入れると、

所有者もわかっているので、貸してあげられ

るものなら貸してあげたいのだけれども、リ

フォームに５０万円、１００万円かかってし

まう。でもそのお金はないので、だから結局

このままなんだというのであれば、高齢者あ

るいは障がい者の方で住宅困窮している方

に対して貸しますよということであれば、そ

この住宅の原状回復費用みたいなものの助

成とかということをやれば、空き家も生き返

ってくるし、オーナーも助かるし、家を探す

のに困っている人も助かるという流れにな

っていくのかなというのも１つ。 

 それから、資料４－１で、エリア的にばら

つきがあるというのがありますけれども、先

ほどの前回までの振り返りの中で、多分、私

も発言させていただいたかなと思うのです

けれども、ご高齢の方で元気な方なんかは特

に「あそこのスーパーのあれがうまいからあ

のスーパーにずっと通いたいんだ」とか、「周

りに友達がいるから離れたくないよ」という

人は、「千住の駅の近くに居住あいています

からそっちに行きましょうよ」と言っても、

「千住に行きたくないよ」という話になって



しまうので、そのあたりの高齢者、障がい者

の方も含め、住宅に困っている方に提案する

ときに、先ほどの千ケ崎課長の話にもありま

したけれども、駅に近くて広くて安くて新し

くてと、多分若い方だとそうなのですけれど

も、高齢者の方なんかは、「もう古くていい

んだよ、俺はここに慣れちゃっているんだか

ら」「風呂場もカビが生えているんだけれど

も、このほうが気が楽なんだよ」という方も

結構多いので、だから何となく、そんなにい

いものではないのだけれども、地域的にあま

り住み慣れた場所を変わりたくないという

のが、特に高齢の方にそういう意識が強い方

がいるというのも、資料を拝見していて感じ

ました。 

 それから最後、資料５の中でサービス付き

高齢者向け住宅、サ高住で何回かかかわらせ

ていただいて、仕事したりもしたのですけれ

ども、５３名の定員に対して３７．２人が入

居者ということで、それの割合と下の待機者

数の割合というのがリンクしているかどう

かというのは、計算ができないのでわからな

いのですけれども、５３人の定員のうち３７

人しか入っていないなんて言うと、ここは職

員の人員配置基準があると思うのですけれ

ども、配置基準の関係でこれ以上ちょっと入

れられないということなのか。サ高住に限ら

ず特養もそうだと思いますけれども、せっか

く施設をつくったのだけれども、人員の配置

ができなくて入れられないよねというのが

あるので、サ高住もおそらくそうなのかなと。 

 あと、サ高住に関しては、割と一時期、助

成もあって足立区もかなりの件数が建った

と思うのですけれども、ワンルームだけど足

立区で行くとおそらく７万円弱ぐらいの賃

料で、管理費みたいなものも３万円弱とかと

いうような話も聞いているし、あとは賃貸保

証をつけると保証料がかかりますよとかと

やると、年金をもらっていて単身の人はなか

なか入れないよねとなると、ぎりぎりで生活

している人は、サ高住がせっかくあって近所

なのに、入りたいけれども入れない。では入

る人はどうなるのというと、今まで割と福祉

の支援を受けていた人がサ高住に入るとい

うような感じも見受けられていたので。 

 となると、先ほどの資料１のお話の中でも、

どういった方をターゲットにしていくのか

なという意味では、実際困っている人はどの

ような人たちなのとなると、割とずっと行政

とかかわりが強く生活してきた方たちとい

うのは行政の目も届いていて、家も困ってし

まって、生活も困ってしまってとなると手を

差し伸べてもらっている方たちもいるので

すけれども、特に高齢の、事故なんかに遭っ

たときに急に障がいになってしまった方、突

然という方はあると思うのですけれども、高

齢の方たちで、私はもう死ぬまで元気でここ

に住んでいくんだと思っていたにもかかわ

らず、ちょっと足の骨を折ってしまって一月

入院したとたんに認知症になってしまった

りとか、あるいは帰っては来られたけれども、

今までできていたことができなくなってし

まった。そうすると大家さんに、今まですご

く仲よくしていたのに急に、火が怖いから次

の更新で出ていってねと言われる。 

 となると、基幹地域包括支援センターの結

城さんがいらっしゃっていますけれども、多

分、各包括の担当者、あとは民間の居宅支援

事業所のケアマネジャーなんかは、住むとこ

ろがなくて困ってしまう。この利用者さんが

出ていけと言われて困っている。そうやって

相談されてしまうと一生懸命探す。探すんだ

けれども、「何々さん、あちらのほうにいい

家があるんだけれども」と言うと、「いや、

私はもうこの町会から出たくない」という話

になってしまって、家を探すのに３カ月、半



年かかって困ってしまってというような話

も聞く。 

 そうすると、割と今まで普通の生活をして

いた人たちがある日突然、住居の困窮者にな

ってしまうということがあるので、ずっと困

っている方に対しても、例えばＮＰＯとかわ

ざわざ協議会を立ち上げて、多分本当に困っ

てしまっているよね、ずっと困っているよね

という人に対する施策というか、事業みたい

なことをどうすべきかという話に割となり

がちなのですけれども、その人たちももちろ

ん困っているけれども、ある日突然困る人た

ちもいるので、そうなった人たちの駆け込む

場所みたいなものを用意しておくというの

がすごく重要なのかなと。 

 どちらかだけということではないけれど

も、割と今元気で生活していますよねという

人たちに対するサポートというのが意外と

抜けがちなので、そこの人たちが在宅で暮ら

していっても安心なんだよという住居にし

てあげる。 

 あとは、特養とか老健はありますけれども、

そこもひっくるめて居住のことを考えるの

か、福祉施設、介護施設とは全く別として考

えるのか。何かあったら特養に入りますよと

いうのも１つだと思うのですけれども、基本

は特養とか関係なくそこで生活できるよう

にしていきましょうよ、それが包括ケアシス

テムなんだとすれば、そこに新たに予算をつ

けるということは、都や国はわからないです

けれども、区もわからないのですけれども、

なかなかつかないよというのであれば、予算

をつけない現状の、例えば家に住んでいるの

であれば、家賃を払ってそれでもう、そこに

健常であれば住めるし、具合が悪くなってし

まったら、施設に入るのか。 

 施設もそんなにもうないですよ、第８期の

計画がこれからどうなるかわからないので

すけれども、特養を多分つくるのだと思うの

ですけれども、そこに頼ってばかりもいられ

ない。包括ケアシステムってそこじゃないん

だよねという話なんだとすれば、あくまでも、

多少はＡＤＬが落ちたとしても在宅で暮ら

せますよというシステムをつくってあげる

となったときに、包括もそうですし、民間の

居宅介護事業者もそうだけれども、すぐにそ

こにつないであげられる。病院もそうですけ

れども、医療、介護の介入もありますけれど

も、そことリンクさせていければ、新たに施

設をたくさんつくる量じゃないし、新たに費

用がかかるサービスをつくる量じゃないし、

既存のサービスを組み合わせることで済ん

でしまう。 

 ただ、先ほど言ったように、空き家をどう

使うのかとか、オーナーさんをどう説得しよ

うかというところでいくと、セーフティネッ

ト住宅をつくっても、結局登録数が増えない

となると、やはりＮＰＯを立ち上げる、協議

会を立ち上げる、特別なことをするのではな

くて、全日本不動産協会さんがいらしていま

すけれども、一般の町場の不動産屋さんが、

「いいや、大丈夫、貸すところはいっぱいあ

るから」と言える環境をつくらないと解決し

ていかないのかなという感じがします。 

 すみません、長くなってしまって。申しわ

けないです。 

○酒井会長 網羅的にお話しいただいて、多

分かなりの方の聞きたいことが凝縮されて

いたのかなと思うのですが、せっかく今お話

しいただいたので、皆さん、他の意見を聞く

前に、まずこの段階で区のほうからお話があ

ればご説明を。 

 ありませんか。 

○事務局 ご意見いただいた内容で、まず単

身高齢者、これはどうして人数が増えてどう

いう理由でっていうのは、今現在では自分も



わからないのですが、住宅・土地統計調査が

どこまで調べられるかというのはあるので

すけれども、内容を把握した上で理由が見え

れば、やはりそれに対応すべきと考えており

ますので、少し勉強してまいります。 

 あと、空き家についてですが、空き家は棟

数３万９，６６０と出ていますけれども、内

訳が少しわかります。例えば賃貸としてあい

ているのが大体半分ぐらいあったと思うの

ですけれども、あとは分譲とその他に分かれ

てしまうと思うのですけれども、その辺は次

回お出しできるかと思いますので、ご用意で

きればと思っています。 

○酒井会長 今のは４に関する空き家棟数

ですね。これは見た瞬間に、賃貸に回ってい

る物件なのかどうか、そのあたりをもう少し

知りたかったなというのが、今、ご報告のあ

ったところですね。 

 そのほか、区のほうからありますか。今の

小川委員のことに関して。 

○千ケ崎課長 せっかくなので、ちなみに、

体感的には空き家って増えているのか減っ

ているのか、そんなに変わらないのかって、

体感的にはどうですかね。 

○風祭委員 実際には、去年から比べると、

あるところに事件があったものですから、賃

貸関係は８５％ぐらいに落ちているんです

ね。 

○千ケ崎課長 ８５％に縮小しているとい

うことですね。 

○風祭委員 そうですね。だから１５％ぐら

い。実際から言うと、空き家分よりも、今全

体で言われている数字というのは、圧倒的に

６割方は空き室ですね。空き家で、もともと

足立区なんかもいろいろと調査したりした

ところというのは、これはもうあくまでも最

初に一番危険なところからということでの

調査から始まっていますので。ただ、それも

全部含めた数字で今出ているので、多分空室

ということだろうと思うんです。 

 ただ、空室がイコール居住支援になるかと

いったら、ならないですよね。私も、うん？

と思ったのは、高齢者だから貸さないという

ことはないというふうに前のところで書い

てあるのですけれども、基本的には高齢者に

は貸しづらいんですよ。これを片づけないと、

そこを見過ごしてはいけないのかなと。 

 たしかに足立、葛飾、こちらの下町に関し

ては、若干、都心よりも少しそういう考え方

が違うのですけれども、もう本当に、７０歳

だったらもうだめ、歳で決めつけるというの

が当たり前な感覚になっている。ここも頭の

中に入れておかないといけないのかなと。吉

祥寺あたりは６５歳でもだめと。それくらい

になっている。 

 これは私の知り合いで、息子さんはお医者

さんで、その近所にということでずっと探し

ていたのですけれども、これでも２年間ぐら

いかかっていますね。６９歳で、年齢だけで

はじかれる、こういうことが非常に多いんで

すよね。 

 そういうことも考えていくと、オーナーさ

ん、要するに大家さん対策をきちんとやらな

いと、高齢者を受け入れるという単純作業は

片づかないものなんです。我々業者は、そこ

にあっせんすれば少なからずとも仕事にな

るわけですから、それに対する努力はしてい

くと思います。 

 もう１つは、一番嫌がるのは、亡くなられ

た後の処理のことだと思うんです。これは２

つあって、共通のところで言うと、オーナー

さんも我々業者も、亡くなって腐敗した、匂

いが出たなんていうのは必ず重要事項に記

載しないと業務違反になるんですね。これは

自然死の場合と事故の場合ということもき

ちんと分けていかないと、本来、そこのとこ



ろをきちんと行政のほうで解決をすべきだ

ろうかなと私は思っているんですね。自然死

の場合は重要事項で、そこまでのきつい説明

責任を置くのか置かないのかということも

あると思うんですね。そんなことも含めてい

くと、もうそういうことがあるとオーナーさ

んは貸しませんよと。 

 そうなると、では基準はどこなのですかと

いうと年齢なんですよ。その人を見て、会っ

てお話しして面談してなんていうことはや

りませんから。あくまでもオーナーさんは年

齢で行きますので、そこら辺のことをどのよ

うにするかというところだと思います。 

 それと、できれば高齢者対策で、あくまで

も元気な方での、もう本当に今言われたよう

に年齢だけで制限されて借りられないとい

う人の対策と、高齢者でご病気だとかそうい

うことも含めての対応と、これはもうまるっ

きり分けて事業、対策を考えていかないと、

これはある意味で言えばそこを一緒にして

しまうとまずいのかなというふうな気持ち

もしております。末端で動くほうとしまして

はですね。 

 どちらかというと、今言ったようなことで

オーナー対策ができれば、高齢者対策のある

程度の一部は解決できてくるんですね。とこ

ろが、やはり介護ですとか、そういうことも

含めて考えていくと、これはもう行政といろ

いろな形でのものを考えていかなくてはい

けないというところもあるので、そこら辺の

ところも分けて考えていただけると、我々の

協会としては、どこにどのような形で協力し

ていったらいいのかなということが逆にき

ちんと出てくると思います。 

 あとは保険も含めて、今は少額短期保険な

んかも、そこら辺の残置物処理だとかそうい

うことに対しての保険制度をどんどんつく

ってございますので、そんなことも、やはり

オーナーさんのほうにきちんと。 

 あと、今回、新民法が改正されてきまして、

高齢者にとってはまさしくもっときつくな

ってきているのかなと思うのは、保証人の極

度額の設定で、形としてはいいように見える

のですけれども、極度額を設定するとなると、

中途半端な極度額というのは我々も設定で

きないのです。よく私も聞かれるのですけれ

ども、では標準的にどのくらいなんですかと

いうことを聞かれると、これは金額が言って

いないので、２年間の契約であれば２年間の

家賃の保証プラス共益費の保証になります

よとなると結構な金額になり、保証人になる

方もいなくなってくるということです。この

ところも含めて考えていくと、やはりこれか

らどのような形でという、保証会社もそんな

ところでだんだん保証しなくなってきます

から、表面的には格好いいことを言っていま

すけれども、やはり保証しなくなってきます

ので、そういうことも含めてきちんと考えて

いかなければいけないのかなと思っていま

す。 

○酒井会長 今、お話があったのは、不動産

賃貸の現場というところでのお話が出まし

た。そのほか、どうでしょうね。 

 はい。では、白川委員。 

○白川委員 まず、データのところで、住宅・

土地統計調査なのですが、これは自治体によ

りますが、地方都市で割と小さい町とか村と

かで、実際に民生委員さんと協力してカウン

トできるようなところのお話を聞くと、これ

は結構誤差が大きいというのをまず押さえ

ておく必要があります。だから、これをかな

り厳密な数字として見ないほうがいいとい

うのは前提としてあると思います。 

 あと、空き家ですけれども、これもご指摘

があったとおり、賃貸用の空き家とか、売却

するまでちょっと置いてある空き家とか、い



ろいろな区分がまずありますよね。これは統

計できちんと出ていますし、あと、どれぐら

い使えるのでしょうかというお話がありま

したけれども、これも腐朽とか破損がないと

いう区分の統計が出ています。要するに、も

う壁がはがれてしまっているとか、雨どいが

落ちてしまってるとか、瓦がもうところどこ

ろはがれているとかという破損みたいなも

のがないような住宅の比率がどれぐらいで

すかという統計もたしか調査の中にあるは

ずなので、それを見ると、大きく手を入れな

くても使えるようなものってどれぐらいな

のかなというのは、それこそ賃貸用とかその

他とかという区分けの中で、おおよそのロッ

トがわかるのかなという気がします。全国的

に見ると、７割ぐらいは大きく壊れていない

という傾向があるかなというふうに思いま

す。というのが１つ。 

 あと、先ほどのオーナーさんがなかなかぱ

っと貸しましょうかとなりにくいですよね

という話で、これもどこの団体さんの調査か

わからないのですが、国土交通省の資料なん

かを見ていると、高齢者の人に貸すかとなっ

たときに、抵抗感があるというオーナーさん

はやはり７割方ぐらいはいらっしゃるとい

うデータも出ているので、結局、そこをどう

解きほぐしていくかということ。 

 端的に言うと、例えば保証人を立ててくだ

さいという話になったときに、では保証人に

何を求めているんですか。お金ですか。それ

ともトラブルが起きたときの話ですか。ある

いは亡くなった後のことですかという、一言

保証人と言われたときに、その保証人にオー

ナーさんが求められている機能とは何なの

かきちんと具体化して、それをサポートする

ような仕組みをつくっていく。例えば家賃債

務保証なのかもしれないし、死後のいろいろ

な残置物処理の関係とか、先ほどおっしゃっ

たとおり短期保険とか、一時金で預けるとか、

いろいろなやり方が出てきていますけれど

も。 

 だから、身元保証人という言葉を、福祉サ

ービスとして、あるいは保険のサービスも使

いながら、どう具体的な見える形で、オーナ

ーさんに説明できるような、具体的にこうい

うことがありますよということでご納得い

ただけるような形をとれるかどうか、結局そ

ういうことになってくるのかなというふう

に思います。 

 私の思いついたことをばーっと言わせて

いただくと、資料３の「公営住宅の状況」で、

アンケートをなさっていて、項目３のところ

ですよね。家賃が安いからとか、立ち退きな

どがないからとかいうことなのですが、これ

も正直、どれぐらいお困りかというのは幅が

あるかなと。家賃が安いからというのも、も

ちろん収入の基準がある中で、本当にかつか

つで困っているという人もいれば、ちょっと

生活が楽になればいいなという人もいらっ

しゃるでしょうし。 

 この辺、今までとってきたデータの中で、

本当にぎりぎり困っている人は公営住宅で

受けとめなきゃねという、何かその辺を明ら

かにできるのか。あるいはそれができないの

だったら、何回抽選されているかわかりませ

んけれども、今後やるときに、申込者の人に

具体的な状況も少し細かくご協力いただい

て聞いてみると。例えば頼れる親族がいる人

なのかいない人なのかとか、一回不動産屋さ

んに行ってみたけれども断られたからこっ

ちに来たのかどうなのかとか、いろいろなと

ころを見てみると、実態がわかるのかなと。

おそらくそこまで今までとっておられない

と思うので、今後、もしそういうエビデンス

が関係方面に説明するときに要るんだとい

うのであれば、とられてもいいのかなという



気がします。 

 私もいろいろお話を聞く中で、やはり経済

問題ですよね。先ほどおっしゃいましたけれ

ども、ずっとかかわりがあるというパターン

だけではなくて、例えば広いところに住んで

いて、旦那さんが亡くなって年金が老齢年金

から遺族年金になって、大体４分の３ぐらい

に落ちてしまいますけれども、そうするとや

はり生活費がしんどいんだよねと。何かあっ

たときにぽーんと貯金も出ていくような、入

院してしまったとかでどんどん厳しくなっ

ていって、今まで福祉サービスの利用はない

のだけれどもというパターンもありますし、

親御さんが高齢になって、そこで家族間のい

ろいろなトラブルとかが出始めて、同居して

いる状況を、一回世帯を分けて落ち着いて住

んでもらったほうがいいのではないかとか、

いろいろなパターンがあります。このあたり、

本当に今までずっとおつき合いがない人た

ちをキャッチするという意味では、住宅専用

窓口もいいのかもしれませんが、包括であっ

たり、あるいは生活困窮の部門であったりと

か、そういうところと連携して情報を、背景

にひょっとしたら住宅問題があるかもしれ

ないという意識を持ちながらキャッチして

いくという仕組み。住宅専用窓口があるから

いいよねというのではなくて、そういう福祉

の相談窓口の人にも、背景に住宅問題がある

かもしれない、あるいは住宅問題が解決した

ら別に区から何かお金を出さなくても生活

が成り立つかもしれないとかというような

ところまで、先の話になるかもしれないので

すが、考えていただけたらどうかなと思いま

した。 

 長くなりましたが以上です。 

○風祭委員 ちょっと１ついいですか。 

 先ほどからいろいろな方、区とかかわりの

ある方からのご説明の中で、私どもなんかも

感じるところがあるのは、今、実際には高齢

者だとかそういう方たちに対して、区からの

データをいただきまして、それであっせんし

ているんですね。それで一様に言われるのが、

この人たちのほうが要望や条件が多い。そう

いう意味での自立支援ということも含めて

考えていかないと、本当にケースとしては振

り回されるだけ振り回されて、要するに業者

さんが嫌になってしまうのは、区には協力し

たいのだけども、もう本当にやってもやって

も決まらないという、こっちのほうが大きい

んですよね。そんなことも含めてやはり考え

ていかないと。 

 ということは、そこにおいて、前もお話し

しているのですが、ただ単に窓口がどこで、

住宅のほうにぽっと送られてきてというの

ではなくて、そこら辺のスキームづくり、コ

ミュニケーションをきちんととれていない

と、やはり支援体制というのはなかなか難し

いですね。我々が会員さんに言う場合も、や

はり皆さん商売をやっているわけですから、

そういう人の情報を得ているわけですから、

やはりそこら辺も含めてきちんとした理解

力がないといけないということで、たしかに

紹介いただいて次にデータが来るのですけ

れども、なかなかやってもやっても決まらな

いだけで。 

 そこら辺のところも含めて、ちょっと現状

のお話をしてみました。 

○神山委員 そうですね。いろいろご迷惑を

おかけして、住宅あっせんでやっているので

すけれども、何となく機械的にどうしても送

ってしまっているので、なかなかその方の中

まで入っていくというのが、我々の職員の中

で、個人情報とかもいろいろありますし、福

祉的な理解というのもやはり住宅の職員が

ないというのもあるので、そこは入っていか

ずに振ってしまって、たしかにその人の意見



だけを聞いてそのまま送ってしまっている

ので、ご迷惑をおかけしているかなというと

ころは多々あると思います。 

 先ほど船橋市の話も出て、お話を聞いてき

たのですけれども、やはり担当者がかなり住

宅確保要配慮者の中に入り込んでいて、こう

いう悩みを抱えているから、ではこういう不

動産屋がいい、ではその不動産屋さんに直接

行ってとか、電話をしてとかという対応をし

て決めているというような現状があるので、

多分、人が一番大きいと思います。やる気の

ある人というのが一番大きいと思うのです

けれども、今後そういう体制をどうやってい

くのかというのが課題なのかなというとこ

ろは感じています。 

 だから、先ほどの話であった居住支援協議

会を立ち上げただけで何の解決もできない

というところは多分あると思いますし、社協

さんがやるのか行政がやるのか、はたまた違

うところがやるのかというのも多分問題が

あると思いますけれども、やはりやる方の努

力というか熱意というものも一つあるのか

なと思います。 

 あと１点、先ほど空き家の割合ということ

でちょっと話が出ていたので、３万９，６６

０の内訳なのですけれども、足立区の中では

大体、賃貸用が２万７，０００、７０％で、

売却用が２．１％。その他の住宅が２７．２％

というふうな土地統計調査が出ています。 

先ほど先生からお話があったとおり、では

この統計が果たして正しいのかどうかとい

う部分は、全棟やっているわけではないと思

うので、ある程度、どこかを調べて推計で倍

率を掛けているので、多分結構誤差があるの

かなとは我々もちょっと思っているところ

ではあります。 

 ただ、実際、千住で今空き家の利活用の事

業をやっているのですけれども、たしかに千

住の中を歩くと、戸建ての住宅の空き家とい

うのはかなり多いと認識しています。ただ、

それがそのまま高齢者に使えるかどうかと

いうのは、やはりリフォームが必要だったり

とかというのがあるので、必ずしも数をもっ

てということが難しいのかなと思っており

ます。 

○酒井会長 今、かなりいろいろな議論が出

てきたのですけれども、当然、まだまだ続き

ます。 

 ちょっとここで整理をしてみたいのです

けれども、今出てきた中では、公営住宅にあ

る意味パイを増やしていく、確保していくと

いう側面か、民営、民間、空き家を含めてそ

ちらのほうにある意味頑張っていただいて

確保していくという、大きな方針をどうする

かというものが１つと、その大枠が決まった

後に、細かな小枠の論点になるのですが、で

は民間ではどういう住宅を使って、資本投下

をできるだけ少なくして使える居住物件に

していくのかとか、そういう問題にもなって

くると思うんです。 

 それから、資料３の「公営住宅申込者アン

ケートの実施」の①、②、③を見て思ったの

は、単に家賃が安いからという第一希望と、

立ち退き等がないからというのもあるんで

すね。立ち退きの問題というのは、一般的に

賃料を払われないとか困ったことをする。つ

まり、自立で高齢者が民間で暮らすとしても、

そこでやはり周りと協調できなかったり、さ

まざまな問題を抱えていると。公営住宅は立

ち退き等がないからというのですけれども、

当然立ち退きもあり得るわけですよね。ただ、

民間のほうが厳しい。そういう意味で、住宅

の確保というのは、公営住宅だけにもし頼っ

ていけば民営圧迫になりますし、そこはやは

り実際のこの住宅関連統計をどう見るかと

いう問題だと思うんです。 



 そこで、この資料３をもう一度見てみると、

大きな目線で見ると、例えば前期高齢者人口

は減っています、後期高齢者人口は増えてい

ますと言うのですけれども、大きな流れで見

ると後期高齢者人口も減っていくというふ

うに読み取れるんだと思うんですね。 

 それから、先ほど資料３の２で、民営借家

の平成３０年度の世帯数だけ増えています

ということなのですけれども、この増えた理

由が何なのかというあたりも、やはり単純に

民営借家の希望が多いというわけでもない

と思うのですが、これのみで判断材料にはな

かなかならないというふうにも思いました。 

 それから、空き家に関しても、空き室棟数

についても分析が必要であるということが

言えると思うんです。 

 それから、住宅応募抽選倍率を見ても、３

０倍とか４０倍とか、非常に大きな数字が出

ているとおり、やはり人気のところに集まっ

ているということで、実際に住む場所がない

のかという点を考えたときには、必ずしもそ

うではない。やはり応募される方へのさまざ

まな説明なり理解がまだ足りない側面があ

るからこういう倍率になるのかなというふ

うにも見えるので、倍率のみで住宅が足りな

いというふうには見えないのかなとは思い

ます。 

 それから福祉関連資料の５なのですけれ

ども、特養の入所申込者実数とあるのですけ

れども、２，２２７人、それで入所者数が出

ています。これについてちょっと質問させて

いただきたいのですけれども、結局、この２，

２２７人申し込みをして、実際は６００人ぐ

らいが入るといったときに、この人たちが入

る場所がないというわけではないのですよ

ね。 

○結城委員 では、私のほうから。基幹地域

包括支援センターの結城でございます。 

 今、先生のご質問ですけれども、２，２２

７名の方の申し込みのほうで、住宅に困って

いるかどうかというところで言うと、困って

いる方も確かにいらっしゃって、要は１人で

家には住めない、介護ができないとか、そう

いうさまざまな理由があって、一時的に病院

ですとか介護老人保健施設とかという別の

施設に入っている方もいらっしゃいますし、

それを見込んで今から申し込んでおこうと

いう方もいらっしゃいますので、一概に全て

の方がというわけではありません。ただ、ど

のぐらいのパーセンテージか、その数字はわ

かりませんけれども、そのような状況でござ

います。 

○酒井会長 一番最初に、当住まい部会の課

題、大きく２つあったと思うのですけれども、

１つは高齢者住宅確保に向けたあり方をど

うするか、役割と需要の把握。もう１つは見

守りとか、その後の高齢者賃貸を含めて増や

していくためにはどうすればいいのかとい

う問題になってくると思うんですが、①のほ

うについて、きょうの会議で大枠を固めない

と次の問題に行けないのかなと思いますの

で、公営住宅というものをやはりもともと増

やさなくてはいけないのか、充実させるべき

なんだという大きな方針で行くのか。そうで

はなく、民間施設というものの役割を重視し

ていく、需要を喚起していくという側面で確

保していくんだと、この点に絞っていただい

て、皆さんの意見交換ができればと思うので

すけれども、いかがでしょうか。 

○風祭委員 高齢者住宅を増やすというの

はあまり得策ではないなと思っているんで

すね。それはどうしてかというと、実際に日

本の住宅供給のあり方は、今、どんどん空き

室が増えるという現状ですよ。古いところは

どんどん空き室になっていくというのが傾

向なんですね。 



 これは、アメリカの住宅供給を見ていても

わかるように、日本は新築を１００万戸超す

のを毎年毎年デベロッパーさんがやってい

るんですよ。３億人いるアメリカで８０万戸

ぐらいですから、もうそこら辺がぜんぜん違

っていて。そうすると、古いところがどんど

ん。だから今は新しいところに関しては結構

きちんと入っている。古いところがもう。 

 ということは、そこのところを含めて、高

齢者の供給に関してもどのようにしていく

かということを考えていくほうが、これは都

営住宅、何住宅を増やすよりも賢明なのかな

と私は思っています。 

 どちらにしても、空き室は増えると思いま

す。 

○結城委員 ではもう１つ。 

 今、先生からお話のあった介護施設等も増

やすべきかというところになるのですが、先

ほど小川委員からもあったとおり、まず、介

護人材がもう今、かなりいなくなっていると

ころがありますので、特養とかを増やしたと

しても、そこに勤める人がまずいないという

現状もあります。 

 それからもう１つは、やはり特養というの

はすごくお金がかかってしまうものなので、

足立区であったり、国なんかもそうですけれ

ども、負担が大きいのと、それが増えること

によって、区民の方の介護保険料が上がって

きますので、その辺の圧迫なんかもあります

ので、今現在の地域包括ケアの考え方は、自

宅に住んでサービスを３０分以内に供給で

きるといったものが主流になっていますの

で、あまり介護保険施設を増やすとかという

ことは得策ではないのかなというところが

あります。 

 もう１つだけお伝えしておくと、資料５の

ところに、先ほど先生からもあったのですが、

特養のほうの２，２２７人待っているという

ことで、昨年度６９０人、約７００人ぐらい

が入っているとなってくると、３年ぐらいで

全員入れてしまうのではないかというふう

に捉えられてしまう一面もあるのですが、全

くそうではなくて、ここ十年ぐらいこの数字

が全然変わっていません。 

 ですので、入ったところで、また入所の基

準が要介護３から５の方なのですが、それが

どんどん増えてきている、同じぐらいにどん

どん増えてきているという形になっている

のと、そもそも２，０００人も待っているか

ら、もう申し込んでも入れないやという形で

あきらめている方も実はいらっしゃって、本

来はもっと、申し込んで単純に入れれば数字

が上がってくると思うのですが、こんな状況

で今、この２，０００人ぐらいがほぼ何十年

も続いておりまして、そんな状況があります

ので、これが７００人入っていますけれども

解消されていないのが現状であるというの

を一応お伝えしておきます。 

 以上でございます。 

○酒井会長 ほか、どうでしょうね。 

○小川委員 公営のものに関しては、行政あ

るいは議会、それぞれのお考えがあると思い

ますので、増やすべきか、現状維持なのかと

いうのはこちらに置いておいて、先ほどの資

料３の４番の、平成３０年度空き家の件数３

万９，６６０棟のうちのおおむね７割ぐらい

が賃貸なんじゃないかと。すぐ貸せるのか貸

せないのかというのもあるのかもしれませ

んが、潜在的な資源としてはかなりの数があ

る。ということは、これを生かす方向に考え

たほうがいいのではないか。 

 先ほど風祭委員がおっしゃられたように、

たしかに１部屋決めるのに、時間がかかるよ

うな方であれば、ちょっと言い方は語弊があ

るのかもしれないのですが、その方を１件決

めるよりは、特に北千住とか綾瀬の駅のすぐ



近くとか、若い人がどんどん入るというよう

なところがあれば、若い人は大体インターネ

ットで見て、もうここかここかと決めて不動

産屋に来て、じゃあ２件、３件回ったところ

でここにしますで決まるけれども、来て、１

０件紹介しても、「今回は見合わせるわ」な

んて言われてしまうのでは、やはり不動産業

者さんとしては腰が引けるというか、船橋市

のほうの窓口でも、１，２８５で成約が７５、

この歩留まりの低さというのは、これはもう

業者としては手を出すだけ危険だよとなっ

てしまうと思います。 

 例えばですけれども、窓口をつくって、窓

口である程度、トリアージではないですけれ

ども、この人はこのエリアでこの辺の数件ぐ

らいまで絞っておいて、では後は全日本不動

産協会さんで引き取ってもらえませんかと

いうようなところまでやってくれるとなれ

ば、業者さんとしてもちょっとやりやすくな

るのかなというようなことを、お話を聞いて

いて思ったところです。 

 それから、民間がやるというところと、資

料３の３の公営住宅申込者アンケートの、家

賃が安いから、立ち退き等がないから、バリ

アフリー化されているからといって、民間じ

ゃこれがないのとなったとき、そこが公営の

いいところというのであれば、公営のいいと

ころを民間につけられるようなところも行

政に協力いただけるのであれば、先ほどの部

屋を決める手間の部分と、入居される方の不

安に思っている、公営のいいなと思っている

３点を民間のほうにも少し付け加えられれ

ば、民間の約４万あるうちの７割の資源も少

し使っていけるのではないかと。 

 私も賃貸をやっているので、この間新築な

のですけれども、８３歳の男性の方に入って

いただきました。最初、客付けの業者さんか

らファックスが送られてきたとき、大変失礼

な言い方ですけれども、大丈夫かなと思った

のですけれども、よく見てみると、ご実家が

すぐ近くで、息子さん夫婦が住んでいる人だ

ったんですね。それで、その客付けの業者さ

んに、３階ですけれども大丈夫ですかと言う

と、いや、大丈夫そうですと。あなたが大丈

夫と言ったってね、とか言いながら、一応、

去年から住んでいただいたのですけれども、

すごく元気で毎朝散歩されていて、朝は歩い

て１分のご実家のお嫁さんの朝食を食べに

行っているということで、まあ安心だと。こ

の日来なかったら心配だねと多分見に行っ

てくれる。 

 先ほどおっしゃられていたように、亡くな

ってしまっていたら困っちゃうよねという

より、亡くなってしまってからでは遅い部分

もあるのです。例えば、総合支援事業、生活

支援サポーターみたいなものも、要求があっ

たものに対してサービスを提供するだけで

なく、予防の部分で、ではこういった形で高

齢者が入居しますよと、入居するんだけれど

も、ちょっと不安よねといったときに、３日

に一回の安否確認なのかわからないですけ

れども、そういったサービスもその生活支援

サポーターに担ってもらうということで、オ

ーナーさんも安心しやすいし、業者さんもオ

ーナーさんを説得しやすくなる。いや、亡く

なる前に多分気づきますよと。逆に言うと、

ちょっと一月前に会ったときよりも身体状

態が下がっているなと思えば、包括なり近く

の介護事業所につなげていくというシステ

ムができてしまえば、オーナーさんも逆に安

心。 

 あとは前段で言った、常に若い方たちで空

室はあくけれども代謝がすごくいい場所で

あった物件と、私は大谷田のほうで空き家が

あいてしまったときに、お客さんが入るかと

いうとなかなか入らない場合があると。そう



すると、高齢者だろうが何だろうが入っても

らったほうが得と思っている大家さんもい

るとは思うのですけれども、ただそのときに

ちょっと不安よねというところが、先ほど風

祭委員がおっしゃったようなことだと思う

ので、そこを少しクリア、せっかく生活支援

サポート事業が始まっているので、そこの組

み合わせ、既存のサービスと今ないものの組

み合わせで新しい事業ができていくと。そこ

には特段、大きな予算が必要になってくるも

のはないと思うので、まさにシステムとして

動いていくのではないかというふうに感じ

ているところです。 

 以上です。 

○風祭委員 本当にまさにそのとおりで、そ

こをつくらないと、なかなか解決しないよね。

これは、先ほど賃貸を借りる方の条件が多い

という話を私がしましたけれども、我々の仕

事の中では、その前に貸すための場所を探す

のにも時間がかかるんですよ。 

 どうしてかというと、来たときに貸してく

れる大家さんかどうか、まずそれを選別しな

ければいけないから、全部電話をかけて、そ

こから始まるという手間暇を考えると、そこ

ら辺のスキームを全部出した上で、お互いに

ではこれだったらこのようにしようという

ことを出していかないと、なかなかこの問題

は先にどこも進んでいないというのが現状

だと思うんですよね。もう、ざっくばらんに

お互いのわがままを全部出してみて、その中

でどういうスキームがあるか、解決方法を探

していかないと。 

○酒井会長 皆で支えるケアシステムです

から、そうなってくるとやはり民間にある意

味サポートしていく体制をつくることで住

まいを供給確保していくという、この大きな

目線はこの住まい部会の一つの柱として進

めていくことになるのかなと思うのですけ

れども、これはどうでしょうね。皆さん、そ

ういう方向と理解してよろしいかどうかで

すけれども。 

○白川委員 足立区さんの状況はわからな

いですけれども、全国的に見るとたしかに倍

率はどこも大体高いと。低いところは大体、

不便なところにあるか古いかどちらかみた

いな状況なわけですけれども、では今あるも

のをキープできるのかという問題がまずあ

ると思うんですよね。増やす以前に。という

のは、改修とかがどれぐらい終わられている

かわからないのですけれども、全国的に見る

と、昭和４０年代、５０年代、かつ旧耐震で

つくったというのが多分半数以上なので、か

なり手をいれないといけない時期に来てい

ると思うんですよ。足立区さんとか、あと都

営のほうがどういう状況かわかりませんけ

れども、そこの財政負担というのはひょっと

してかなり重いのかもしれないので、まず増

やす以前に今ある戸数キープできるのかと

いう、もうちょっと欲張れないところから議

論が始まるような気がしていて。わからない

ですよ、２３区内なので財源をお持ちだった

ら増やせばいいのかなと思うのですが、現実

的に何ができるかという政策論なので、お金

のことを抜きにして夢を語ってもしょうが

ない。そこはちょっとリアルに本当に現状維

持あるいは増やすというのは、お金の問題と

して現実的に可能かどうかということは避

けて通れないかなというのはあります。 

 ただ、ではもうどんどん民間のほうにお願

いしますというと、そこまでの話でもなくて、

やはり何か二重構造のセーフティネットみ

たいなイメージかなと思っていて。 

 もちろんいろいろ福祉的なアプローチを

してご迷惑をできるだけおかけしないとい

う仕組みをつくった上でご理解いただける

大家さんたちの、言ってみれば民間で張れる



範囲のセーフティネットを張りましたと。そ

こから、やはりいろいろな方がいるかもしれ

ないので、民間では、ちょっとごめんなさい、

お断りせざるを得ませんという人向けには、

最終的には公が受け止めるんですと。一般的

に入れる人はそれでいいと思うのですが、や

はり歳を重ねてきたときに、ちゃんと福祉的

な要素を入れて、大家さんにもご納得いただ

けて貸していただけるという、まず民間のセ

ーフティネットがありますよねと。それでも

なお大家さんが、ごめんなさいと。さすがに

大家さんも冗談で不動産経営をされている

わけではないので、どうしてもごめんなさい

は出てくるでしょうと。そこはきちんと最後

は行政が押さえるんですと。 

 こういう構造で考えて、もちろんオーナー

さんも入居いただければその分収入にもな

るわけですし、活用できる資源として空き家

をうまく使っていきましょうと。そういった

中で、では本当にもうぎりぎり困っている、

大家さんもちょっと手が出せないという人

たち向けの最後のセーフティネット住宅と

しての公営住宅と。思想的にはそうかなとい

う感じはしていて。では戸数が何戸必要かと

言われると、ちょっとわからないのですけれ

ども。 

 そういう組み立ての中で、では大家さんに

ご納得いただけるメニューは何があるでし

ょうか。これは別に行政の事業だけではなく

て、地域でいろいろな活動をしているＮＰＯ

さん、ボランティア団体さんもあるでしょう

し、新しく少額短期の事業者に入ってもらう

とか、そういうことも含めて、大家さんに提

示できるようなメニューをワンセットで考

えていくということになるのかなという気

がします。 

○風祭委員 こちらは宅建さんもうちの全

日本不動産協会も少額短期保険の会社両方

持っていますから、そんなことも含めて全部

出してやはりスキームづくりをしないと、な

かなかこれは先に進まないので。今、おっし

ゃるとおりです。 

○白川委員 もう１点。 

 あとは仕組みを動かすときに丸投げされ

るともちろん困ってしまうというのもあり

ます。これもよその自治体さんなんかで聞く

のは、福祉の窓口で困っているという人が来

ましたと。一応、居住支援をやるということ

になっているので、住宅課さんとか不動産業

者さんに話が行くのだけれども、全く前さば

きをしないで丸投げしてくるので、福祉的な

対応がわからない不動産業者さんとか住宅

課さんがもうどうしていいかわからないと

いうことになるので、その辺の課題、ただ家

に困っていますではなくて、その背景にある

ようないろいろな福祉的対応が必要な課題

の部分をちゃんと福祉のほうでもさばいた

上で、庁内もそうだし、不動産業者さんもそ

うだし、そういったところにつないでいくよ

うなルートというのも１つ具体的な検討の

中で必要になってくるのかなと思います。 

○神山委員 住宅課長の神山でございます。 

 先ほど、公営住宅を増やすのかという話と、

ちゃんと建てかえをするのかという話なの

ですけれども、今、都営住宅については、昭

和３０年代団地がほぼ終わって、昭和４０年

代の建て替えに入っています。 

 区営住宅については１件、今、集約して新

築をしたところがありまして、今後何年間か

かけて集約を、区営住宅というのは都営住宅

から移管されたところで、１０戸とか１５戸

とか、少し効率が悪かったので集約して建て

ているということで、その辺は一応、庁内で

集約建て替えのほうは長寿命化計画という

ものを使って確保していくということで動

いています。 



○白川委員 私ばかりしゃべってしまって

申しわけないのですけれども、もう１つ考え

なければいけないのは、先ほどの考え方で、

最後行政が受けとめましょうとなったとき

に、優先入居というような形が今でもあると

思うんですよね。高齢者の方、低所得の方、

おひとり親のご家庭の方とかで抽選でどの

ように有利にするのかはいろいろやり方が

あるみたいですけれども。だから、民間の賃

貸のほうへの福祉的サポートをどうするか

という問題と、もう１つ、そこから受け止め

切れなくて公営に入ってきた人たちの、公営

住宅の中のサポート体制もつくっていかな

いと、やはり優先入居で福祉的ニーズが高い

人が公営住宅に集まって、本当に生活相談員

さんのいない福祉施設みたいになってきて

いるという状況を聞きます。最後のセーフテ

ィネットとして公営住宅というものを位置

づけるのであれば、入居者の人のフォローも、

今よりもどういうことをやらなければいけ

ないかをワンセットで考えていかないとい

けないというふうに思います。 

○結城委員 先ほど白川先生のほうからあ

った、住宅問題で福祉の課題を結構抱えてい

る、福祉職のほうもそのスキルをというとこ

ろもあると思うのですが、先ほど小川委員か

らもあったとおり、住宅の問題が発生するの

はやはり急になんですよね。 

 今までは特になかったのですけれども、そ

の方が入院をされてダブルで家賃を払うよ

うになっていくとか、それからまた、入院後

のリハビリでリハビリ施設に入ることでダ

ブルの家賃を払っていくとなって、急にお金

がなくなってしまって家賃も払えない、どう

するかなんて、そんなことで起こることが結

構多いのです。となると、包括であれケアマ

ネであれ、住宅のことってやはりあまり普段

考えていないのと、状況がないので、急に来

るとやはりあわあわしてしまって、「どうす

る、どうする」というふうになってしまうの

で、その辺の状況が、相談すればある程度一

緒に考えられるとか、ＰＴではないですけれ

ども、その方に対するサポートできるチーム

みたいなものが一時的に組めたりするとす

ごくいいのではないかという気はしていま

す。今後、せっかくこの辺の話し合いなので、

そういったところができるとか、そういう仕

組みができるような形のものができあがっ

てくると、福祉職としてはすごくありがたい

と思っています。 

 以上でございます。 

○酒井会長 今、お話を伺って、公営に住ま

う、民間に住まうとしても、やはりそこに貫

いているのは住まわれている方の福祉サー

ビスというものを最低限やはり確保してい

かなくてはいけないという視点が重要であ

るという話が出てきた。 

 もう１つは、公営住宅を増やせ増やせでは

なく、現実的には現状維持がそれこそ厳しい、

難しい、大変なものであって、当然、民間の

住居、なかんずく空き室とか空き棟、そうい

ったものを生かしていくのがやはり望まし

いのであるというお話になってきたのかな

と思うんですね。その方向で動かすためには

何が重要になってくるのかというと、情報だ

と。住まわれる方、それから貸そうと思って

いる家主様、それから介護士ですとか、周り

の方全員、皆さんがやはりこの住まいに関す

る情報を知らなければ今言った話はつなが

らないということになってくるので、そのシ

ステムなり体制をどこまでこの部会で提示

していけるかということなのですけれども、

ほかの部会、全体会の中に発信していかなけ

ればいけないというのが見えてきたという

ふうに思います。 

 それで、時間の関係もあるのですが、具体



的な方向性という点、課題の１に関して言え

ば、やはり民営、民間というものを活力ある

ものにしていかなくてはいけないと。当然、

公営は公営として受け皿として、支えていく

ものとして当然残すとしても、民間を充実さ

せなければ成り立たないという話になった。 

 では、具体的な今のものを実際に実現可能

なものとして進めていくためには、どういう

取り組みをしていかなくてはいけないのか

というのがある。今、１つ出てきたのは、や

はり福祉関係者と住まい関係者の連携がな

ければ成り立たないというところに来たと

思うんです。きょうは、その課題を抽出でき

たということで、次回までにその課題の具体

的なものとしてこういうものはどうだろう

という点を検討していけるようになればい

いなと考えるところです。 

 あともう１つは、その検討に当たって必要

なデータというものもまた少し見えてきた

のかなというふうに思います。例えば、一番

最初に出たのは、空き室、空き棟というもの

についてのもう少し具体的な状況を知りた

いと。 

 それから、風祭委員からもあったとおり、

課題の２にも関わるのですけれども、実際に

オーナーさんが高齢者に貸すという判断を

する支障となっているものは何なのかとい

うあたりをもう少し具体的に抽出して、それ

はどのように対応していけるものなのかを

していければと思うんです。 

 次回までの課題はそのあたりで、皆さんご

検討してきていただいて、ここで議論できれ

ばというふうに考えるところですが、皆さん

いかがでしょうか。 

○白川委員 具体的に既に取り組みを進め

られている自治体さんもあって、本当に地域

それぞれなので、これがスタンダードですと

いうものはなかなか申し上げにくいのです

が、今までいろいろ研究をしてきた中で、一

応押さえているデータがあったりとか、あと、

よその居住支援協議会さんでやはりそうい

うオーナーさんのニーズ調査をやられたも

のがあったりというのも手元にありますの

で、そのあたり、次回までに事務局の方とご

相談して、参考になりそうなものがあれば提

供したいなというのが１点。 

 もう１点、もし時間が許すようであれば、

本当に１０分間ぐらいなのですが、実際に居

住支援に取り組まれている不動産業者さん

とか入居者さんとか支援者さんとかにイン

タビューをした映像がありますので、それを。

いろいろな規模の自治体のものがあるので

すけれども、多分、福岡市さんだとかなり大

都市なので近いイメージを持てるかなと思

うので、もしスクリーンとかが用意できる場

所で、パソコン、ＤＶＤがあれば、１０分間

ぐらいの短いものなので限られていますけ

れども、こんな感じで暮らすことができるん

だなというのを、ちょっとご提供できるかも

しれません。次回までに、事務局の方ともそ

のあたりを多少相談させていただければと

思います。 

○事務局 よろしくお願いします。 

○酒井会長 提供可能な情報はいっぱい受

け付けております。大画面がありますから。

やはり映像で見ると、文章だとかなりの量に

なると思いますから、中身の濃い議論の舞台

ができると思います。 

 一応、本日の議事に関しては、これで終了

ということでよろしいでしょうかね。 

 それでは、お返ししたいと思います。 

○千ケ崎課長 それでは、本日はどうもあり

がとうございました。各委員からこれまで

我々が気づけなかったようなことについて、

いろいろな着眼点をいただけたかと思いま

す。 



 きょう、いろいろとキーワードがありまし

たので、たくさん出ていますので、これを次

回までにうちの事務局のほうで整理させて

いただいて、また次回の検討に向けてご提示

させていただければと思います。 

 本当に貴重なご意見、次回、白川先生のほ

うからも少し情報提供だとか他の自治体の

取り組みなんかをご報告いただきまして、ま

た次回のご検討をよろしくお願いしたいと

思います。 

 どうもありがとうございました。 


